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□□□□□□□３．１．予防安全関係 

 ブレーキについて、乗用車及びトラック・バスともに、

平成２６年度にそれぞれＵＮ規則の直接引用に係るＴＲ

ＩＡＳを制定しました。平成２７年度上半期までに５４

件の試験を行うとともに、装置型式指定認可証（Ｅ４３）

が１５件発行されています。 

 大型車を対象とした衝突被害軽減ブレーキ及び車線

逸脱警報装置について、平成２５年度にそれぞれＵＮ規

則の直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平成２７年度

上半期までにそれぞれ５件及び７件の試験を行いまし

た。  

 かじ取り装置について、平成２６年度にＵＮ規則の

直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定しました。平成２７

年度上半期までに試験の実績はありませんが、今後の実

用化に向けた動きが見込まれる自動運転とも関わり

のある試験であり、今後の活用が期待されます。 

 電磁両立性について、平成２４年度にＵＮ規則の直

接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平成２７年度上半

期までに３４件の試験を行うともに、装置型式指定認

可証（Ｅ４３）が９件発行されています。また、自動

車試験場において、試験実施のための施設を平成２７

年度末までに完成させるべく整備を進めています。

（図２参照）。 

 

図２ 電磁両立性試験施設の一例 

（(株)広島テクノプラザ殿の施設） 

３．２ 衝突被害軽減関係 

 歩行者保護について、日本提案の脚部インパクター

を取り入れたＵＮ規則直接引用に係るＴＲＩＡＳを平

成２６年度に制定しました。平成２７年度上半期まで

の試験の実績はありませんが、取り入れられたインパ

クターは人体忠実性のよいものであることから、今後

の活用が期待されます。          ・・・ 

水水素ガス燃料装置及び水素ガス衝突燃料漏れにつ

いて、燃料電池自動車の一層の普及を念頭に、ＧＴＲ

規則の直接引用に係るものとしては最初となるＴＲ

ＩＡＳを平成２６年度に制定しました。２７年度上半

期までにそれぞれ１件の試験を行っています。水素社

会の実現に向けた動きに伴い、今後の活用が期待され

ます。 

３．３ 環境関係 

騒音については、二輪車にあっては、平成２４年度

にＵＮ規則の直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平

成２７年度上半期までに３５件の試験を行いました。

また、四輪車にあっては、本年７月の中央環境審議会

の答申等を踏まえ、ＵＮ規則の直接引用に係るＴＲＩ

ＡＳを平成２８年に制定する方向で、調整を進めるこ

ととしています。 

排出ガス・燃費関係については、規制値が関係する

ＵＮ規則の直接引用は行われていませんが、ＧＴＲ規

則における試験走行モードについて、平成２６年度に

ＲＭＣ（Ramped Modal Cycle：世界統一特殊自動車排

出ガス試験法における定常試験サイクル）に関するＴ

ＲＩＡＳ、平成２７年度にＷＨＤＣ（Worldwide 

harmonized Heavy Duty Certification procedure：

世界統一重量車排出ガス試験法）による排出ガス測定

及びＷＭＴＣ（Worldwide Motorcycle emissions Test 

Cycle：世界統一二輪車排出ガス試験法）による燃料

蒸発ガス測定に関するＴＲＩＡＳを、それぞれ制定し

ました。 

また、ＷＬＴＰ（Worldwide harmonized Light 

vehicles Test Procedure：乗用車等の国際調和排出

ガス・燃費試験法）にあっては、概ね検討が終了し、

来年にもＧＴＲ規則として定められる状況にあるこ

とから、本年２月の中央環境審議会の答申等を踏ま

え、排出ガス測定に係るＴＲＩＡＳを平成２８年に制

定する方向で、調整を進めることとしています。 

 

４．まとめ 

 国際基準調和活動は、認証業務において新しい基準

が活用されることにより初めてその成果が上がるこ

ととなります。 

 自動車審査部では、国際調和された保安基準告示の

公布を踏まえ、遅滞なくＴＲＩＡＳの制定を行い、新

しい基準での試験をより早く、より多く行うことによ

り、国際基準調和活動の成果がより上がるよう、引き

続き積極的な取り組みを進めてまいります。 
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１．まえがき 

 リコール技術検証部は、平成 18 年 5 月の道路運

送車両法等の改正に伴い当研究所に設置され、国土

交通省からの指示により、同省がユーザー等から収

集した自動車の不具合・事故に関する情報や自動車

メーカー等から得た情報についてリコールに該当す

る可能性があるか否か、また、自動車メーカー等が

同省に届け出たリコールの内容が適切か否かに関し

て、技術検証を行っている。加えて、場合により同

省の担当官に同行して、事故・火災の現地調査等も

実施している。 
 本稿では、昨年度に引き続き、平成 26 年度にお

けるリコール技術検証業務の実施状況として、事

故・火災情報等の傾向について紹介するとともに、

当該年度に技術検証を終了した事案に係る不具合原

因の傾向及び不具合事例について、要因別に概説す

る。また、同年度に市場への注意喚起を行った事例

として、国土交通省からの受託調査として実施した

「雪道走行時の不安定挙動」につながるおそれのある

タイヤの不適切使用に関する調査結果の概要につい

ても紹介する。 
 
２．自動車不具合情報、事故・火災情報の状況 

２．１．不具合情報の処理状況 

 自動車の構造・装置に起因する不具合の疑いがあ

るとして国土交通省に報告される情報には、ユーザ

ー及びメーカーからの不具合情報のほか、メーカー

からの事故・火災情報や他省庁からの情報などがあ

り、当部では、これらの情報について予備的な分析

作業を行っている。平成 26 年度に処理を行った件

数は約 9,300 件であり、前年度と比べて６%程度増

加した。その内訳を表１に示す。なお、表中(※)は
平成 26 年１月～12 月までの間の件数、その他は平

成 26 年４月～27 年３月までの間の件数を表す。 
 

表１ 平成 26年度における不具合情報の処理件数 

不具合情報数

ユーザーからの不具合情報 2,843
メーカーからの事故・火災情報※ 1,654

メーカーからの不具合情報※ 3,990

警察からの通報 312

消費者庁からの通報 320

その他（消防等からの通報） 171

合 計 9,290
 

 

２．２．事故・火災情報等の装置別及び原因別傾向 

 自動車メーカー等から報告された自動車の構造・

装置に起因した事故・火災情報のうち、装置名及び

原因が判明した 912 件について、装置別及び原因別

に分析した結果を図１に示す。装置別では、原動機

及び制動装置が事故・火災原因の上位を占めている。

原因別では、各装置とも点検・整備が原因となるこ

とが多いが、それ以外には、原動機や制動装置では

特殊な使用状況、保安・灯火装置では社外品・後付

装置の使用が原因となる事例も多くみられる。全体

として、点検・整備や使用状況に関連する要因が 6
割以上を占めており、これら事故・火災の未然防止

のためには、ユーザーや整備事業者への注意喚起も

重要であることがわかる。 
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図１ 事故・火災情報の装置別及び原因別傾向 
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３．技術検証の実施状況 

３．１．新規に着手した不具合装置別検証事案数 

 平成 22年度から平成 26年度の５年間に新規に着

手した検証事案について、不具合装置別にみた検証

事案数を表２に示す。年度合計でみると、新規に着

手した技術検証事案数は 148 件であり、ここ数年の

減少傾向から再び増加に転じている。装置別では、

動力伝達装置の割合が増加した。また、原動機や制

動装置の割合は減少しているが、これらの「走れな

い」「止まれない」といった事象につながる装置は、

新規検証案件の５割強を占めている。 
表２ 不具合装置別新規検証事案数の変化 

（平成 22年度～平成 26年度） 

不具合装置 H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

原動機 28(19) 39(30) 24(25) 16(23) 31(20)
制動装置 24(17) 13(10) 11(12) 16(23) 22(15)
燃料装置 7(  5) 10(  8) 10(11) 13(18) 10(  7)

動力伝達装置 16(11) 21(16) 11(12) 8(11) 24(16)
電気・電子装置 4(  3) 7(  5) 12(13) 2(  3) 6(  4)

その他 66(46) 38(30) 27(28) 16(23) 55(37)
計 145 128 95 71 148

件数（かっこ内は割合（％））

 
 
３．２．検証終了事案の不具合原因の傾向  

 平成 26 年度に技術検証を終了した事案数は 154 
事案で、内訳は乗用車 105 事案、トラック・バス 49
事案であった。このうち、不具合の発生原因が確認

できなかった 2 事案を除く 152 事案について、不具

合の原因傾向を検討した。具体的には、不具合原因

を設計、製造、整備及び使用条件（運転操作要因や

燃料品質、過積載等を含む。）に分類し、これらの複

合要因とともに不具合原因の傾向を考察している。 
 図２及び図３に集計結果を示す。設計・製造の要

因が関連している事案が、これらが複合した要因も

含めると全体の 3/4 以上を占めている。当部では、

リコール（設計・製造上の不具合に対する市場措置）

の疑いがある不具合について検証に着手している

が、結果として整備上の問題や使用条件が原因であ

ると判断されたものがそれぞれ１割程度存在してい

ることになる。また、具体的な項目別にみると、設

計要因では性能上の問題（部品、材料の特性把握が

不十分など）、製造要因では作業工程上の問題（作業

員のミス、製造工程が不適切など）が不具合原因と

なる事案が多くみられている。 

設計: 46 製造: 31 複合要因: 44 整備: 
17

使用条

件:

14
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図２ 不具合要因の原因分類別の傾向 
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図３ 不具合要因の具体的項目別（設計・製造）・ 

原因組み合わせ別（複合要因）の傾向 

 
３．３．技術検証が市場措置等につながった事案 

 国土交通省によると、平成 26 年度のリコール届出

件数は 355 件（対前年度 52 件増）、対象台数は 955
万 8,888 台（対前年度 157 万 9,249 台増）となり（い

ずれも速報値）、届出件数、リコール対象台数ともに

過去最高となっている。このうち、技術検証がリコー

ル及び改善届出に関連した事案数が 15 件、その他の

市場措置（サービスキャンペーン、保証期間延長、市

場への注意喚起）に関連した事案数が 24 件あり、関

連するリコール及び改善届出の対象台数は約 84 万台

であった。以下、主なものについて、前項の原因分類

に沿って不具合事象の事例を紹介する。 
(1) 原因が設計要因であった事案 
・雨水がモーター部に侵入し、軸受の固着等が発生

（エアコンの外気導入口の構造が不適切） 
・自動変速機の制御システムの不具合（電源回路等

の設計が不適切） 
(2) 原因が製造要因であった事案 
・ベアリング破損によるハンドルの不具合（ステア

リングコラムの外側チューブの真円度が不適切） 
・エンジンルーム内での剥離・脱落したラバーシー

ルと触媒との接触による出火（製造時におけるラ

バーシールの取り付けが不適切） 

 3

(3) 原因が複合要因であった事案 
・燃料噴射ポンプからの燃料漏れ（シールの製造及

び形状の双方が不適切） 
・ブレーキ戻り不良に伴うブレーキ引きずり及び出

火（中・大型トラック及びバス：使用過程時にブ

レーキ・ペダルの下部に付着した泥、砂などの異

物が定期点検時等に放置されることにより発生） 
 
３．４．検証実験及び現地車両調査の実施状況 

 平成 26 年度の実証実験のテーマ数は 11 件（前年

度と同数）であり、衝突被害軽減ブレーキの不要作

動に係る再現実験、パワーステアリング失陥時の操

舵力調査、大・中型車のブレーキ・ペダルに係る調

査などを実施した。また、現地車両調査は 47 件（前

年度と同数）実施し、国土交通省担当官に同行し技

術検証に必要な資料の収集に努めた。ブレーキの引

きずりによる火災事故や新技術・機構を搭載した車

両の運転操作に起因する事故等の事例がみられた。 
 

４．「雪道走行時の不安全挙動」につながるおそれ

があるタイヤの不適切使用に関する調査 

４．１．調査の背景 

 前項までに述べたとおり、不具合情報や技術検証

事案の中には、設計・製造以外の要因が原因となる

事例も数多くみられるが、この中には、ユーザーが

適切に使用することで事故を未然に防ぐことができ

るものもあると考えられる。平成 26 年度において

は、このような観点から、雪道走行時の不安全挙動

につながるおそれのある事象に関する調査を国土交

通省からの受託調査として実施した。 
 首都圏南部等の積雪があまりない地域において

は、積雪時にスリップによる事故が多く発生してい

るほか、雪道用タイヤの不適切使用による事故事例

もみられている。このような状況を踏まえ、今回の

調査では、積雪時の事故データ等の分析のほか、雪

道におけるタイヤの不適切使用時の挙動について、

実車走行試験により確認を行い、その結果をもとに、

雪道運転における注意事項や雪道用タイヤ装着にお

ける注意点の取りまとめを行った。 
 
４．２．雪の少ない地域における積雪時の事故 

 （公財）交通事故総合分析センターの過去６年間

（平成 19 年～平成 24 年）分の事故データを用いて、

首都圏のうち東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県及

び茨城県における積雪時の事故について解析を行っ

た。結果を図４に示す。上記地域における積雪時の

事故は、年間平均で約 540 件発生しており、そのう

ち約８割が追突によるものであるほか、９割以上が

滑り止めを施していたのにもかかわらず事故を起こ

している。事故原因としては、操作ミスや判断ミス

が原因となった事故が半数以上となっていることか

ら、雪道では普段の運転との感覚の違いが大きい一

方で、その認識がないままハンドル操作やブレーキ

操作を行うため、曲がれない・止まれないという事

故を起こしていることが考えられる。 
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 （事故形態）  （装着タイヤ）  （事故原因） 

図４ 雪の少ない地域での積雪時の事故状況 

  
 また、過去に国土交通省に報告された不具合情報

の事例の中には、四輪駆動（４WD）車が４輪に夏

タイヤを装着したままで雪道を走行し、下り坂で止

まりきれずに対向車と接触事故を起こしたものや、

後輪駆動 (FR) 車が駆動する車輪のみにスタッド

レスタイヤを装着した状態で雪道を走行し、スリッ

プして横転事故に至ったものなど、ユーザーによる

スタッドレスタイヤの不適切使用に起因する事故が

確認されている。 
 
４．３．実車走行試験 

 上記の分析結果に基づいて、雪道における代表的

なタイヤの不適切使用時の挙動を確認するため、実

車走行試験を実施した。具体的には、３車種の試験

車両（前輪駆動（FF）車、FR 車及び４WD 車）、３

種類の装着タイヤ条件（(a)４輪標準装着タイヤ、(b)

４輪スタッドレスタイヤ、(c)駆動輪スタッドレスタ

イヤ＋非駆動輪標準装着タイヤ）を用い、積雪路面

条件において６種類の試験（直線平坦路での発進試

験、直線平坦路での制動試験、直線登坂路での発進

試験、直線降坂路での制動試験、低速旋回試験、高

速旋回試験）を行った。 
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３．技術検証の実施状況 

３．１．新規に着手した不具合装置別検証事案数 

 平成 22年度から平成 26年度の５年間に新規に着

手した検証事案について、不具合装置別にみた検証

事案数を表２に示す。年度合計でみると、新規に着

手した技術検証事案数は 148 件であり、ここ数年の

減少傾向から再び増加に転じている。装置別では、

動力伝達装置の割合が増加した。また、原動機や制

動装置の割合は減少しているが、これらの「走れな

い」「止まれない」といった事象につながる装置は、

新規検証案件の５割強を占めている。 
表２ 不具合装置別新規検証事案数の変化 

（平成 22年度～平成 26年度） 

不具合装置 H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

原動機 28(19) 39(30) 24(25) 16(23) 31(20)
制動装置 24(17) 13(10) 11(12) 16(23) 22(15)
燃料装置 7(  5) 10(  8) 10(11) 13(18) 10(  7)

動力伝達装置 16(11) 21(16) 11(12) 8(11) 24(16)
電気・電子装置 4(  3) 7(  5) 12(13) 2(  3) 6(  4)

その他 66(46) 38(30) 27(28) 16(23) 55(37)
計 145 128 95 71 148

件数（かっこ内は割合（％））

 
 
３．２．検証終了事案の不具合原因の傾向  

 平成 26 年度に技術検証を終了した事案数は 154 
事案で、内訳は乗用車 105 事案、トラック・バス 49
事案であった。このうち、不具合の発生原因が確認

できなかった 2 事案を除く 152 事案について、不具

合の原因傾向を検討した。具体的には、不具合原因

を設計、製造、整備及び使用条件（運転操作要因や

燃料品質、過積載等を含む。）に分類し、これらの複

合要因とともに不具合原因の傾向を考察している。 
 図２及び図３に集計結果を示す。設計・製造の要

因が関連している事案が、これらが複合した要因も

含めると全体の 3/4 以上を占めている。当部では、

リコール（設計・製造上の不具合に対する市場措置）

の疑いがある不具合について検証に着手している

が、結果として整備上の問題や使用条件が原因であ

ると判断されたものがそれぞれ１割程度存在してい

ることになる。また、具体的な項目別にみると、設

計要因では性能上の問題（部品、材料の特性把握が

不十分など）、製造要因では作業工程上の問題（作業

員のミス、製造工程が不適切など）が不具合原因と

なる事案が多くみられている。 

設計: 46 製造: 31 複合要因: 44 整備: 
17

使用条

件:

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

図２ 不具合要因の原因分類別の傾向 
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図３ 不具合要因の具体的項目別（設計・製造）・ 

原因組み合わせ別（複合要因）の傾向 

 
３．３．技術検証が市場措置等につながった事案 

 国土交通省によると、平成 26 年度のリコール届出

件数は 355 件（対前年度 52 件増）、対象台数は 955
万 8,888 台（対前年度 157 万 9,249 台増）となり（い

ずれも速報値）、届出件数、リコール対象台数ともに

過去最高となっている。このうち、技術検証がリコー

ル及び改善届出に関連した事案数が 15 件、その他の

市場措置（サービスキャンペーン、保証期間延長、市

場への注意喚起）に関連した事案数が 24 件あり、関

連するリコール及び改善届出の対象台数は約 84 万台

であった。以下、主なものについて、前項の原因分類

に沿って不具合事象の事例を紹介する。 
(1) 原因が設計要因であった事案 
・雨水がモーター部に侵入し、軸受の固着等が発生

（エアコンの外気導入口の構造が不適切） 
・自動変速機の制御システムの不具合（電源回路等

の設計が不適切） 
(2) 原因が製造要因であった事案 
・ベアリング破損によるハンドルの不具合（ステア

リングコラムの外側チューブの真円度が不適切） 
・エンジンルーム内での剥離・脱落したラバーシー

ルと触媒との接触による出火（製造時におけるラ

バーシールの取り付けが不適切） 

 3

(3) 原因が複合要因であった事案 
・燃料噴射ポンプからの燃料漏れ（シールの製造及

び形状の双方が不適切） 
・ブレーキ戻り不良に伴うブレーキ引きずり及び出

火（中・大型トラック及びバス：使用過程時にブ

レーキ・ペダルの下部に付着した泥、砂などの異

物が定期点検時等に放置されることにより発生） 
 
３．４．検証実験及び現地車両調査の実施状況 

 平成 26 年度の実証実験のテーマ数は 11 件（前年

度と同数）であり、衝突被害軽減ブレーキの不要作

動に係る再現実験、パワーステアリング失陥時の操

舵力調査、大・中型車のブレーキ・ペダルに係る調

査などを実施した。また、現地車両調査は 47 件（前

年度と同数）実施し、国土交通省担当官に同行し技

術検証に必要な資料の収集に努めた。ブレーキの引

きずりによる火災事故や新技術・機構を搭載した車

両の運転操作に起因する事故等の事例がみられた。 
 

４．「雪道走行時の不安全挙動」につながるおそれ

があるタイヤの不適切使用に関する調査 

４．１．調査の背景 

 前項までに述べたとおり、不具合情報や技術検証

事案の中には、設計・製造以外の要因が原因となる

事例も数多くみられるが、この中には、ユーザーが

適切に使用することで事故を未然に防ぐことができ

るものもあると考えられる。平成 26 年度において

は、このような観点から、雪道走行時の不安全挙動

につながるおそれのある事象に関する調査を国土交

通省からの受託調査として実施した。 
 首都圏南部等の積雪があまりない地域において

は、積雪時にスリップによる事故が多く発生してい

るほか、雪道用タイヤの不適切使用による事故事例

もみられている。このような状況を踏まえ、今回の

調査では、積雪時の事故データ等の分析のほか、雪

道におけるタイヤの不適切使用時の挙動について、

実車走行試験により確認を行い、その結果をもとに、

雪道運転における注意事項や雪道用タイヤ装着にお

ける注意点の取りまとめを行った。 
 
４．２．雪の少ない地域における積雪時の事故 

 （公財）交通事故総合分析センターの過去６年間

（平成 19 年～平成 24 年）分の事故データを用いて、

首都圏のうち東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県及

び茨城県における積雪時の事故について解析を行っ

た。結果を図４に示す。上記地域における積雪時の

事故は、年間平均で約 540 件発生しており、そのう

ち約８割が追突によるものであるほか、９割以上が

滑り止めを施していたのにもかかわらず事故を起こ

している。事故原因としては、操作ミスや判断ミス

が原因となった事故が半数以上となっていることか

ら、雪道では普段の運転との感覚の違いが大きい一

方で、その認識がないままハンドル操作やブレーキ

操作を行うため、曲がれない・止まれないという事

故を起こしていることが考えられる。 
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図４ 雪の少ない地域での積雪時の事故状況 

  
 また、過去に国土交通省に報告された不具合情報

の事例の中には、四輪駆動（４WD）車が４輪に夏

タイヤを装着したままで雪道を走行し、下り坂で止

まりきれずに対向車と接触事故を起こしたものや、

後輪駆動 (FR) 車が駆動する車輪のみにスタッド

レスタイヤを装着した状態で雪道を走行し、スリッ

プして横転事故に至ったものなど、ユーザーによる

スタッドレスタイヤの不適切使用に起因する事故が

確認されている。 
 
４．３．実車走行試験 

 上記の分析結果に基づいて、雪道における代表的

なタイヤの不適切使用時の挙動を確認するため、実

車走行試験を実施した。具体的には、３車種の試験

車両（前輪駆動（FF）車、FR 車及び４WD 車）、３

種類の装着タイヤ条件（(a)４輪標準装着タイヤ、(b)

４輪スタッドレスタイヤ、(c)駆動輪スタッドレスタ

イヤ＋非駆動輪標準装着タイヤ）を用い、積雪路面

条件において６種類の試験（直線平坦路での発進試

験、直線平坦路での制動試験、直線登坂路での発進

試験、直線降坂路での制動試験、低速旋回試験、高

速旋回試験）を行った。 



－ 50 － 4

 試験結果の一例として、直線平坦路での発進試験

及び制動試験の結果を図５及び図６に示す。条件(c)
でも条件(b)と同等の加速が可能であるが、停止時

は、FF 車、FR 車とも条件(c)での停止距離が延びて

いることが分かる。なお、登坂路・降坂路での発進・

制動試験においても同様の傾向がみられた。 
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4輪スタッドレスタイヤ（条件（b））

駆動輪スタッドレスタイヤ＋非駆動輪標準装着タイヤ（条件（c）） 
図５ 直線平坦路での発進試験結果 
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駆動輪スタッドレスタイヤ＋非駆動輪標準装着タイヤ（条件（c）） 
図６ 直線平坦路での制動試験結果 

 
 また、旋回試験からは、以下の結果がみられた。 
・ 低速旋回試験（10R）では、条件(b)、(c)とも極

端な差が生じなかったが、高速旋回試験（30R）

では、条件(c)は条件(b)と比べてハンドル修正な

しで曲がれる限界速度が10km/h程度低かった。 
・ 上記の限界速度から加速して、条件(b)と同じ速

度でカーブを曲がろうとすると、FF 車は後輪が

グリップしないためリヤが外に膨らみスピン状

態になり、FR 車は前輪がグリップしないために

フロントが外に膨らんでカーブから外れるな

ど、危険な状態になることが確認された。 
 

４．４．ユーザーへの注意喚起 

 今回の試験結果を踏まえ、国土交通省では「積雪

時の事故を防止するために！！」として、以下の点

について、ユーザーに向けた注意喚起がビデオ映像

とともに公表されている（www.mlit.go.jp/jidosha 
/carinf/rcl/carsafety.html)。 

(1) 雪道や凍結路を走行する際の注意点 
・タイヤにタイヤチェーンなどの滑り止め装置を着

けるか、スタッドレスタイヤなどの雪路用タイヤ

を装着しましょう。 

・制限速度にかかわらず速度を十分落とし、車間距

離を十分とって運転しましょう。 

・横滑りを起こすことがありますので、ハンドルや

ブレーキの操作は特に慎重に。急発進、急ブレー

キ、急ハンドルは絶対にやめましょう。 

(2) スタッドレスタイヤを過信せず、スタッドレス

タイヤを装着しても、乾燥路面と比べると非常に

スリップしやすいことを十分認識した運転を行

いましょう。 
(3) スタッドレスタイヤは全車輪に装着することが

基本。駆動輪のみに装着した場合は、車両の挙動

が安定しないなど、十分な滑り止め効果が得られ

ません。全車輪に装着しましょう。 

 

図７ 積雪時の事故防止のための注意喚起ビデオ 

 

５．おわりに 

 本年 6 月 24 日、道路運送車両法及び自動車検査

独立行政法人法の一部を改正する法律（平成 27 年

法律第 44 号）が公布された。この法律は、リコー

ルの実施に必要な報告徴収及び立入検査の対象への

装置メーカー等の追加、自動車検査独立行政法人及

び当研究所との統合など、リコール技術検証業務に

関連する改正項目も多く盛り込まれている。リコー

ルの迅速化を通じた自動車の使用における安全・安

心の確保がこれまで以上に期待されているところで

あり、当部としても、今後とも、技術検証業務やこ

れに関連した市場への注意喚起をすすめ、より安全

で環境にやさしい「くるま社会」の実現に貢献して

いく所存である。 

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 

交通システム研究領域  ※廣瀬 道雄 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動

に欠かせない自動車、鉄道等について、国の施策に

直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に優し

い交通社会の構築に貢献するための取り組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の

安全・安心の確保及び地球環境問題の改善に貢献す

ることを目的として、安全性の高い公共交通システ

ムの構築及び公共交通システムの利用促進等の観

点から研究に取り組んでいる。また、そこで培った

知見を基盤として、我が国の鉄道システムの海外展

開を支援するための活動にも力を注いでいる。 
 本稿では、交通システム研究領域が実施している

取り組みの概要について報告する。 
２．交通システム研究領域の研究 

２．１．基本的視点 
 交通システム研究領域では、研究に対する基本的

視点として、（1）交通システムの安全・安心の確保、

（2）地方鉄道の維持・活性化、（3）公共交通利用促

進等による地球環境問題の改善、に関する研究に重

点的に取り組んでいる。 
 これらは国土交通省における鉄道分野の主要施

策に対応しているものであるが、近年、国土交通省

ではこれらに加え、我が国の鉄道技術の海外展開を

重要施策の一つとして位置づけており、当研究所に

おいても、日本の鉄道技術の国際標準化への貢献に

注力するとともに、所内に独立した鉄道認証室を設

置して、国際規格適合性認証（鉄道製品認証）に積

極的に取り組んでいるところである。 
 また、索道（ロープウェイ、リフト等）の試験を

行うことができる我が国唯一の公的機関として、索

道に関する試験研究にも継続的に取り組んでおり、

握索装置（搬器をロープに固定する装置）や新型ロ

ープの試験を実施しているほか、索道事故等のデー

タベース化など索道の安全に資する研究を行なっ

ている。 
２．２．交通システムの安全・安心の確保 
 交通システムの安全・安心の確保に係わる研究に

ついては、主に安全性評価技術、常時監視・モニタ

リング技術等に関する研究を実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在

も国に準ずる公的な研究所として、新しい交通シス

テムや新技術を導入する際の安全性・信頼性の評価

及び技術基準策定支援などに取り組んできた実績

を有している。また、日本の鉄道メーカが海外の鉄

道プロジェクトに参画する際の技術、システムの安

全性評価についても多くの実績がある。 
 安全性評価技術に関する取り組みについては、新

たに開発されたシステム技術等の安全性評価を受

託研究として継続的に実施するとともに、評価を通

じて蓄積したノウハウを活用し、今後の安全性評価

や国際規格適合性認証を的確に進める上で役立て

られるよう、日本の鉄道の安全確保の考え方に立脚

しつつ、信頼性にも着目した評価手法について整

理・体系化を進めている。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施

設、車両の保守管理コストの低減が課題となってい

る一方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題

となっており、検査手法や保守管理手法に関する研

究が求められていることを背景として、低コスト化、

高性能化が進んでいるセンサ類を活用した軌道・車

両境界領域に係わる状態監視技術に関する取り組

みを進めている。具体的には、脱線係数の常時モニ

タリング装置による軌道状態把握手法及びそこか

ら得られる常時観測データを前提とする軌道管理

手法の研究や、トングレールの異常振動の検知等に

よる転てつ器の予防保全手法に関する研究などを

実施している。 
 また、自動車・鉄道の双方を所管する当研究所の


